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1)安 坤正太郎編 『東京電気株式会 社五十年史』 東京芝浦電気株式 会杜,1940年,157-161ベー ジ,
177ヨ79ページ。
2)拙 稿 「第一次大戦以前における東京電気の技術開発 と特 許管埋」 『経済論叢』第170巻第4号,
2002年10月.


















本において出願 ・取得 した特許 と特許明細書に記載された技術内容を資料とし
て用いる・筆者は特許局発行の 『特許公報』および 『特許発明明細書』 を使用








一長谷川言「披術導入か彌 発へ」(01井常彦・煉 英欄r大 企耕 イtの到来』II構営史3,石波書店,1995・年)li7-145ページ。
5目 特許舎報傭 よび 聯 鯛 明細書』に記載されている特許欄 齢 現在特許庁が運営す
る
特 許 電 子1略 館(IPDLhttp:・/www」pdl.jp・。9ζ)」P/h・meP9.ipdDにて 閲 覧 可 能 で あ る。 筆 龍特 許情 報 を主 に こ
の特 許 電 子 図 書 館 よ り得 た 。
6)ヒ ア リン グ(繍 雄 氏 ノ∫・津 厚r良ll氏.高 舗 氏),2・・1年5月23日.棘 。
22(284)第172巻 第4号







第1図 は1919年から1938年までの売上高を電球類,真 空管 ・ラジオ用品,そ
の他器具類に分けてその伸びを図示 した ものである。これらの売上高は転売品
の売上を含んでおらず,自 社生産した製品の売上高を示している。電球類には
白熱電球,特 殊電球 電球材料の売上が含まれている。真空管 ・ラジオ用品に
は受信用.送 信用の真空管 と無線機器の売上が含まれており,さらに1935年に
設立された東京電気無線株式会社の売上高が含まれる。その他器具類には医療



































ある ものの毎年約1000万円前後で あ り,1930年前半 には一一時700万円台 まで売
上が減少 した。長期的に見れ ば,電 球類の売上は比較 的安定 していた といえる
が,売 上全 体 に占め る割合 は しだい に減少 し,1930年には約6割,1935年には
約4割,1938年には約2割 まで減少 した。
真空管 ・ラ ジオ用 品 は1927年か ら売上高が 示されてい る8)。1927年の売上高
は45万円余 りであ ったが,1930年には約250万円,1935年には約570万円,1938
年 には子会社 の東京電気無線株式会社の売上を含めて約2200万円へ と急増 した。
真空 管 ・ラ ジオ用 品 の売 上高が売上 全体 に占め る割 合 も,1930年に約20%,
1938年には約48%にまで増加 し,戦 間期 におけ る主 力商品 となった。
その他器 具類 は1919年以来売上の一定比率を占めていた。売上高 は1920年代
8)売 上高には示され ていないが,東 京電気は1919年にオーヂ オ ン受信管 を裂作 し陸軍省に納 入し
た・また1923年にほ 一・般 のラジオアマチュア向けの真空管UV-200,UV-201の製造 ・販売を開
始 した.同 上書,424-426ペー ジ。,、
24(286)第172巻 第4号
に約12g万円から約250万円まで漸増 したが,1935年に約850万円,1938年には
約1500万円にまで急速に増加 した。売上全体に対する割合 も次第に増加 し,
1930年に約18%であったものが,1935年に約36%,1938年には約33%を占める




















9)山 口はその後1943年か ら1946年まで東京芝浦電気株 式会社 会長を務 めた.東 京芝浦電気株式会
社 『東京芝浦電気株式 会社八 十五年 史』東京芝浦電気株式 会社,1963年.885ページ,




持株比率 も徐々に低下させるようGEと 交渉 した。 しか し技術導入の側面で
は,山 口は 「〕本の工業を,一Uも 早く欧米一流工業国と肩を並べるまでに発
達させなげればならぬ,そ れには外国の力を借 りない純国産などと頑な負け惜
しみを言わずに,技術の面に於ても経営方法に於ても.外国が長い年月の経験




依 る一貫的な作業に侯つもの」であ り 「日本人の研究者を養成し,日本人自身
で工業技術の レベルを昂げなければならぬ」 と主張 し,自社における技術開発
に力を人れた121。山口は1918年8月に工務部技術課に属 していた実験室を独立
させて研究所 と改称 し,重役直属の部門とする組織改革を実施 した13)。その後
も山口は研究所の規模を拡充 し,技術開発を積極的に進める組織体制を作った。
研究所の組織は当初.物理系と化学系に分かれており.物理系の実験室とし
ては第1か ら第6ま での物理実験室,電球実験室,照 明実験室,光 度寿命室,
X線 に関する研究を行 う実験室があった。化学系では第1か ら第4ま での化
学実験室.メ タルタング冬テンに関する研究を行 う実験室,水 素 ・酸素 ・窒




11)同 上 書,45ペ ー ジ、,
12)同 上 書,46ベ ー ジ。
13)同 上書,46ペ ー ジひ
14)安 井 編.前 掲書,524-525ペー ジ,

























18)東京電 気株式会社 『我社の最近二十年 史』 マッ ダ新報二十周年記念,東 京電気株式 会社,1934
年.209ペー ジ,,
19)15年を待たずに放棄 され消滅 した特許.ま た例外 的に期 間が延長 された特許 もあ ったが.本 稿
ではすべて満期失 効するまで保持 された と仮定 して推計 した。 なお特許 の存続期間は1922年の特
許法改正以前は登録か ら15年間,以 後は出願公告 か ら15年間で ある。
戦間期における東京電気の技術導人と技術開発(289)27
第1表 特許保有件数(1919-1938年)(件)
登 録 被 譲 渡 満期失効 保有件数
1919 5 1 17
1920 6 23
1921 9 3 1 35




1926 68 1 1 272
1927 85 2 4 358
1928 54 2 1 410
1929 46 6 4 461
1930 84 12 1 553
1931 64 616
1932 50 5 1 671




1935 85 1 6 879
1936 74 12 947
1937 82 20 1,017
1938 78 17 1,075
出所:特許明細書 『特許公柵 各号より作成。
500件を超 え,1938年に は1075件の特許 を保 有す るようになった。東京 電気は
戦間期 に技術力 を飛躍的 に高 め,と くに1920年代半 ば以降 に急速 に技術力 を高
めた とい うことがで きる。
加 えて,東 京 電気 は第一次大戦期以 前か らGEの 保有す る 日本特 許の ライ
セ ンスを得 ていた。 これ らの特 許はGEが 所有 し管理 していた もので あるが,
東京電気が独占的にそれ らを利用 していたのであ るか ら,東 京電気 の技術力 を
評価 す るため には,第1表 の特 許保有件数 にGEか ら ライセ ンスを受 けてい





の特許について東京電気 と芝浦製作所にライセンスを供与 していた。GEが 保
有していた特許のうち,東京電気と芝浦製作所のいずれの企業にそれぞれ何件
のライセンスが供与されたのかを推計するために、第2表 は技術分野別に特許
保有件数を示 した。GEは1919年時点で176件の 日本特許を保有 していたと推
定でき,東京電気にライセンスを供与 した特許は,こ のうち電燈 ・電燈製造機,













































22)「代理出願」について は拙稿 「戦前にお ける(}Eの国際特許管理一 「代理 出願」契約 と東京電
気 の組織能カー」 『経営 史学』 第37巻第3号,2002年12月を参照。



















1900 2 ・2 1 且
1901 2 6 17




1904 3 8 2 27
1905 6 レ1 1 28 3(D 3
1906 7 21 28 3
1907 3 24 1 29 3
1908 2 26 3 32 3
1909 3(3) 29 32 3
1910 3 32 1 33 1 4
1911 5 37 1 34 3(3) 1
1912 37 2 36 1 ウ』
1913 2 39 10 46 2
1914 2 41 2 10 38 6 8
1915 5 2 44 7
一
1 44 8
1916 5 49 3 6 41 2 10
1917 4 1 52 3 6 38 7 17
1918 7 2 57 5 2 41 2 19
1919 10 3 64 7 2 !16 6 25
1920 6 58 2 1 47 5 30
1921 8 50 1 48 1 31
1922 1 3 48 2 1、 49 2 33
1923 4 44 3 46 3 36
1924 44 46 36
1925 1 3 42 1 45 5 1 40
1926 6(1) 36 1、 44 40
1927 ll(11) 47 2 42 1 39
1928 1 4 44 10 32 39
1929 2 42 2 30 13(7) 26
i,930 2 16(IO)28 7 23 7(7) 19
1931 5 23 3 20 2 17
1932 4 i8 3 17 6 ll
1933 7 12 5 12 2 9
1934 1 11(1) 2 7 5 2 7
1935 2 2 3 1 6
1936 2 1 2 6
1937 1 1 2 o 6






特許明細書 『特 許公報」 各号 より作成,,
戦問,期における東京電気の技術導入と技術開発 (293)31
の日本特許保有件数 ????


















1 2 4 4 19
[ 3 1 5 27
1 4 3 8 38
4 4 12 46
2 6 5 17 58
6 2 19 7(〕
6 19 77
6 19 81
6 1(1〉 20 87
6 20 90
6 20 95
6 1 21 99
1(1) 7 1 22 104
一♂
1 23 117
1 6 23 116
2 1 一' 1 1 7(5) 4 26 130
1 6 1 8 1 33 140
1 5 1 2 2 4 31 145
5 1 3 4 4 31 156
2 3 6 9 4 6 29 176
3 3 12 5(1) 24 174
3
,
D 17 24 173
3 2 19 1 25 177
3 1 20 1 1 25 174
3 1 21 25 175
3 21 25 176
3 21 1 24 168
1 2 21 2(2) 22 173
ワ』. 21 1 21 159
2 4 25 4(4) 17 142
2 o 4 2(1) 27 1 2 16 113
8 35 1 6 口 106
2 1 36 2 9 91
1 35 3 6 74
8(2) 27 3 3 44
1 3 25 3 39
5 20 3 33
2 18 1 2 27
1 17 2 25
321294)第172巻 第4号
特許を取得する場合 日本において独 自に代理人をたてて処理 していた特許出願















類 したものが第3表 である。第3表は毎年の新規出願数を表 したものであ り,





東京電気が 「代理出願」 した特許は合計で961件にのぼ り,東京電気が出願 し
た特許の約75%を占めた、,
23〉ただ し,外 鄭で発明 された技術の譲渡を受 け,束 京電気 名義で出、願した特許 も一部含まれ る。
24)「代理 出願」の第一 号は特許第38949号「白熱電燈繊 條取付方法」 で,発 明 者は ジョン ・W・
ジ・1ンヴ ィー アである.1919年12月27日に出願 されている。
出願年 日本人発明棚 外国人発明籾 合計
アメ リカ オランダ ドイツ その他
1919 583.3 116.7 1 6
ig20 233.3 466.7 4 16
1921 215.4 ll84.6 ll 13
1922 729.2 1666.7 16 24
1923 816.3 4183.7 39 1 1 49
1924 1722.7 5877.3 58 75
1925 1822.8 6177.2 60 1 79
1926 2837.3 4762.7 46 1 75
1927 1627.6 4272.4 42 58
1928 1729.3 4170.7 41 58
1929 2128.8 5271.2 52 73
1930 3343.4 4356.6 43 76
1931 1223.5 3976.5 36 2 1 51
1932 2029.9 4770.1 47 67
1933 1630.2 3769.8 35 1 1 53
1934 2228.6 5571.4 37 18 77
1935 2421.4 8878.6 79 9 ll2
1936*3) 98.5 9892.5 84 13 1 106
1937*3)1715.2 9584.8 83 12 112
1938*;噴 3428.6 8571.4 71 14 119





戦 問期 における東京電気の技術 導入と技術 開発(295)33
第3表 東 京 電気 の特 許出 願(1938年12月31日出願 まで)1件 ,%)
子 会社 名義で登録 された特露午は含 まない.
発明者 の住所 によ り分類 した、,
東京芝浦電気株式会杜名義で公告,登 録された特許 を含む,
許明細書 よ り作成、
このような 「代理出願」 特許の出願状 況か ら,戦 間期 にお ける東京電気の技
術導入の特徴 を見る と,次 の ことが指摘で きる。第一に,第 一次大戦期以前 と
比較 して技術導 入が活発 になってい ることであ る。1905年から1918年まで の14
年 問に東京電気がGEか ら使 用許諾 を受 けた特許の件数 は約100件であ った と
推定 で きるz㌔ これ に対 し1919年か ら1938年までの20年間で は 「代理 出願 」特
25)拙橋 前掲論文 「第一次大載以前における東京電気の技術闇発と特許管理」.58ベージ・
34(296)第172巻 第4号
許を通 した技術導入が961件あ り,第一次大戦期以前 と比較して戦間期の技術
導人の拡大が明らかであろう,、第二に,戦 間期において も技術導入の規模には























26)拙稿,前 掲 論文 「鞭前 にお けるGEの 特 許管理」を参照 のこと。
27)関氏,小 津氏か らの ヒア リングp
戦間期における東京電気の技術導入と技術開発 (297)35
第4表 「代理出願j特 許の技術分類(1919-1938年) (件)








































1920 2 1 1 4
1921 2 3 1 1 4 11
1922 5 3 4 1 1 2 16
1923 10 14 1 1 3 2 4 5 1 41
1924 9 13 2 5 5 4 8 1 5 3 4 59
1925 11 17 4 3 7 4 2 2 6 4 4 64
1926 12 10 4 6 2 3 1 2 3 5 1 49
1927 9 15 5 2 1 1 3 2 5 1 44
1928 5 11 4 1 4 3 2 3 3 7 43
1929 8 21 8 2 4 1 1 3 1 6 55
1930 10 IO 6 6 5 1 1 3 L 5 48
1931 lI 6 6 6 6 4 1 1 3 44
1932 13 5 8 5 6 3 4 3 5 1 53
1933 18 4 8 5 3 1 1 1 5 46
1934 28 2 11 13 3 1 1 2 3 64
1935 23 13 26 17 5 1 4 2 5 13 4 113
1936 28 30 20 13 6 4 5 6 10 1 123
1937 18 21 26 12 5 1 7 4 14 13 1 122
1938 26 16 8 4 5 3 .6 6 13 5 3 95
合計 249 208 146 104 68 37 49 37 70 103 24 1,095
注:特 許は大 正10隼特許法 による審査分類に従い以下のよ うに分類 した:
電 球類:第200類「電燈」の うち同1「弧光灯」同3「 瓦斯又ハ蒸気電燈」同4「 自熱電燈」同5
「白熱繊條」 同6「 電球真空封絨」
真 空管 ・ラシオ機器:第4類 「音響記録及音響復 生1第199類「高周波 電気 通信」
電 気部 品 ・装 置:第190類「発電及電動 」第191類「変電」 第192類「送電及配 電」 第193類「電気
制御 及電気調整」第198類「電気信号 及電気表示」 第204類「電池」
測定器 ・電気計器:第1類 「測定器」第195類「電気及磁気計器」第196類「電気的 及磁気的測定」
配線 器具1第187類「電気 伝動 」第194類「電気開閉器」
照明装置:第135類「家具」第139類「燈具」 第200類「電燈」の うち7「 電燈承n」 同8「 電燈
支持具」 同9「 電球覆」同10「電燈雑」
X線機器 ・医療機器:第46類 「医療具」第206類「電 気治療」
光電管 ・テ レビジ ョン:第197類「電信 及電話」第207類「電気雑二[」
化学 ・冶金 ・硝子:第144類「無機化合物」第145類「有機 化合物」第146類「非金属元 秦」第147
類 「電気化学」第148類「化掌試験用具」第151類「瓦斯」第154類「金工」第155類「陶磁 器.
煉瓦 及耐火用 品」 第156類「硝子及融那」 第161類1塗料」第168類「染料」第182類「可 塑
物」第186類「化学雑工」 第188類「電気絶縁 」
製造機:第12類 「焚火装置」第15類「暖房及乾燥」第20類「卿筒」 第43類1一刷子及掃除具」 第53類
「混合機槻1絆機及分離機」第57類「蔵断機,裁 刻機及打抜機」第61類「鉗孔機及削孔機」 第64
類 「研磨機」 第66類「塗布機及貼附機」第67類1雑ll具」 第105類「窯業 品製造機」 第106類
「金属品製造機」第107類「雑種製造機」第201類「電熱」
上記以外をその他 に分類 した.






































































1919 2 1 1 1 5
1920 1 1 2
1921 1 1 2
1922 2 4 1 7
1923 5 1 1 1 8
1924 1 4 2 1 1 6 2 17
1925 2 4 2 3 1 3 3 1 19
1926 5 5 2 2 1 9 5 1 30
1927 3 2 1 2 1 5 3 17
1928 3 1 1 2 1 6 5 19
1929 1 7 1 2 8 3 22
1930 2 7 8 2 1 6 9 2 37
1931 2 3 1 1 1 4 12
1932 8 2 1 1 2 8 22
1933 1 4 7 1 3 2 1 19
1934 1 5 6 2 4 4 4 4 30
1935 2 5 4 2 3 7 8 2 33
1936 3 2 1 4 1 11
1937 1 2 3 3 11 2 22
1938 2 9 5 2 1 1 5 12 3 2 42















技術は電球類,電 気部品 ・装置に分類される技術 とも深 く関連 している。電球
類に含まれるゲ ッター,真空封絨,導 入線は真空管 と共通する技術であ り,電
気部品 ・装置に含まれるコンデンサー,電 解コンデンサー,イ ンダクタンス線















許である。ダンナー ・マシンとは,自 動でガラス管を製造する機械であ り,こ
29)特 許 局 『特 許 公報 』 第353号,1929年5月24日,同 第355号、1929年5月31日。
30)リ ・ペ イ社 と1)エス ト レー キ社 の 特 許 は,ま ず 争 れ ぞ れ1927年6月3日 と1927年IO月26日に
IGECへ と譲 渡 登 録 され,そ の 後1930年8月15LlにKiECから東 京電 気へ と譲 渡 登 録 さ れ て い る、











次いで束京電気が開発 し出願 した特許を同様に審査系列によって分類 しその
特徴を見よう。1919年か ら1938年までの東京電気開発による特許を分類 した も
のが第5表 である。第4表 と同 じように,審査系列で見た特許件数は328件で
はなく376件である。











31)柏 木 秀 一 『電 球 の 製 造技 術』 技 術書 院,1950年,21-22ペー ジ 。
































同上 書,510-515ペー ジ 。
特 許 第39255号「白 熱電 燈」(1919年7月29日出願)、
特 許 第39448号「乳色 半 透 明硝 子 製 造 法 」(1920年7月29LI出願).、
特 許 第62921号「白 熱電 燈」(1923年1月16日出願)、,
安 井 編,前 掲 書:,526-527ベージ 。



























42)池谷理 「受信管物語」33(電子機械工業会 『電子』 第16巻第12号。1976年12月)、52ペー ジ・
43)真空管 「ソラ1が 円本独 自に開発 した最初の真空管である.唐 津一 ・北村泰一 ・堂本暁子 ・原
山明・本 田勝一 ・山田二郎 編r人 生は探検な り』(西堀 榮三郎選 集1巻 ・西堀榮三郎 自伝),1991
勾三,悠々制二,138-14Gペー ジ氏
42(304)第172巻 第4号
また,東京電気開発の特許の内容を見ると,その大きな部分が素材の開発に
関するものであり,基本特許や製品の構造それ白体を内容としたものが少ない
という特徴があ』る。この点から,戦間期における技術開発の実態は,国 産化の
ための素材開発を中心としたものであったということができる。また.素材以
外の電球や真空管分野における技術開発は,導入した基木技術の改良発明が多
いことが特徴としてあげられる。戦間期の技術開発は,技術導人の拡大があっ
てはじめて活発化する水準 にあったといえる。
